
平成２８年 第６回

戸田市教育委員会定例会

平成２８年５月１９日（木）午前９時３０分

戸 田 市 役 所 ３ 階 教 育 委 員 室

戸田市教育委員会



第６回教育委員会（定例会）次第

１ 開会

２ 前回の会議録の承認

３ 教育委員提案について 別添 資料№１のとおり

４ 報告事項 別添 資料№２のとおり

５ 議事 ページ

（１）議案

議案第１８号 戸田市奨学資金条例等の一部を改正する条例（案）について･･････････････１

議案第１９号 戸田市いじめ問題調査委員会条例の一部を改正する条例（案）について････９

議案第２０号 戸田市立小・中学校評議員の委嘱について･････････････････････････当日配付

議案第２１号 平成２８年度一般会計教育委員会関係６月補正予算（案）について･･････１４

議案第２２号 平成２８年度海外留学奨学事業特別会計６月補正予算（案）について････１６

６ その他

（１）次回の教育委員会の日程（案）

平成２８年６月２３日（木）午前９時３０分～

（２）その他

７ 閉 会



議案第１８号

戸田市奨学資金条例等の一部を改正する条例（案）

（戸田市奨学資金条例の一部改正）

第１条 戸田市奨学資金条例（昭和４０年条例第１６号）の一部を次のように改正

する。

第２条第１項第３号中「高等学校」の次に「、中等教育学校の後期課程」を、「許

可された者」の次に「又は在学している者」を加える。

第３条第１項の表中

「

高等学校

高等専門学校（第１学年から第３

学年まで）

専修学校（高等課程）

」

を

「

高等学校

中等教育学校の後期課程

高等専門学校（第１学年から第３

学年まで）

専修学校（高等課程）

」

に改める。

（職員の勤務時間、休日及び休暇に関する条例の一部改正）

第２条 職員の勤務時間、休日及び休暇に関する条例（平成７年条例第１６号）の

一部を次のように改正する。

第８条の３第１項第２号中「小学校」の次に「、義務教育学校の前期課程又は

特別支援学校の小学部」を加える。

（戸田市地域交流センター条例の一部改正）

第３条 戸田市地域交流センター条例（平成２６年条例第２２号）の一部を次のよ

うに改正する。

別表第１備考中「第１条に規定する中学校及び高等学校」を「に規定する中学

校、義務教育学校の後期課程、高等学校、中等教育学校並びに特別支援学校の中
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学部及び高等部」に改める。

（戸田市放課後児童健全育成事業の設備及び運営に関する基準を定める条例の一

部改正）

第４条 戸田市放課後児童健全育成事業の設備及び運営に関する基準を定める条

例（平成２６年条例第２６号）の一部を次のように改正する。

第１１条第３項第４号中「中学校」の次に「、義務教育学校」を加える。

（戸田市立少年自然の家条例の一部改正）

第５条 戸田市立少年自然の家条例（昭和４９年条例第５４号）の一部を次のよう

に改正する。

第５条第１号中「中学校」の次に「又は義務教育学校」を加え、「及び生徒並

びに」を「又は生徒及び」に改め、同条第２号中「中学校」の次に「又は義務教

育学校」を加える。

別表中「小・中学校の児童及び」を「小学校、中学校又は義務教育学校の児童

又は」に改める。

附 則

この条例は、公布の日から施行する。
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戸田市奨学資金条例（第１条関係）新旧対照表

改正前 改正後(案）

第１条 （略） 第１条 （略）

（貸付条件） （貸付条件）

第２条 奨学金を申請しようとする者（以下「申請者」という。）

は、次の要件を備える者でなければならない。

第２条 奨学金を申請しようとする者（以下「申請者」という。）

は、次の要件を備える者でなければならない。

(1)・(2) （略） (1)・(2) （略）

(3) 学校教育法（昭和２２年法律第２６号）の規定による高等

学校、高等専門学校、専修学校（正規の修業期間が２年以上

の高等課程又は専門課程に限る。）又は大学（短期大学を含

む。）に入学を許可された者であること。

(3) 学校教育法（昭和２２年法律第２６号）の規定による高等

学校、中等教育学校の後期課程、高等専門学校、専修学校（正

規の修業期間が２年以上の高等課程又は専門課程に限る。）

又は大学（短期大学を含む。）に入学を許可された者又は在

学している者であること。

(4)・(5) （略） (4)・(5) （略）

（奨学金の額及び貸付期間） （奨学金の額及び貸付期間）

第３条 奨学金の額は、次のとおりとする。 第３条 奨学金の額は、次のとおりとする。

区分 奨学金の額

高等学校

高等専門学校（第１学年

から第３学年まで）

専修学校（高等課程）

国立及び公

立

月額 １０，０００円

私立 月額 １５，０００円

（略） （略） （略）

区分 奨学金の額

高等学校

中等教育学校の後期課程

高等専門学校（第１学年

から第３学年まで）

専修学校（高等課程）

国立及び公

立

月額 １０，０００円

私立 月額 １５，０００円

（略） （略） （略）
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改正前 改正後(案）

２ （略） ２ （略）

第４条～第１５条 （略） 第４条～第１５条 （略）

附 則 （略） 附 則 （略）
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職員の勤務時間、休日及び休暇に関する条例（第２条関係）新旧対照表

改正前 改正後(案）

第１条～第８条の２ （略） 第１条～第８条の２ （略）

（育児又は介護を行う職員の早出遅出勤務） （育児又は介護を行う職員の早出遅出勤務）

第８条の３ 任命権者は、次に掲げる職員が、規則の定めるとこ

ろにより、当該子を養育するために請求した場合には、公務の

運営に支障がある場合を除き、規則の定めるところにより、当

該職員に当該請求に係る早出遅出勤務（始業及び終業の時刻を、

職員が育児又は介護を行うためのものとしてあらかじめ定めら

れた特定の時刻とする勤務時間の割振りによる勤務をいう。）

をさせるものとする。

第８条の３ 任命権者は、次に掲げる職員が、規則の定めるとこ

ろにより、当該子を養育するために請求した場合には、公務の

運営に支障がある場合を除き、規則の定めるところにより、当

該職員に当該請求に係る早出遅出勤務（始業及び終業の時刻を、

職員が育児又は介護を行うためのものとしてあらかじめ定めら

れた特定の時刻とする勤務時間の割振りによる勤務をいう。）

をさせるものとする。

(1) （略） (1) （略）

(2) 小学校に就学している子のある職員であって、規則で定め

るもの

(2) 小学校、義務教育学校の前期課程又は特別支援学校の小学

部に就学している子のある職員であって、規則で定めるもの

２ （略） ２ （略）

第８条の４～第１９条 （略） 第８条の４～第１９条 （略）

附 則 （略） 附 則 （略）
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戸田市地域交流センター条例（第３条関係）新旧対照表

改正前 改正後(案）

本則 （略） 本則 （略）

附 則 （略） 附 則 （略）

別表第１（第１３条、第２２条関係） 別表第１（第１３条、第２２条関係）

１ 使用料 （略） １ 使用料 （略）

２ 使用料の加算額 （略） ２ 使用料の加算額 （略）

備考 備考

中高生とは学校教育法（昭和２２年法律第２６号）第１条

に規定する中学校及び高等学校の生徒が使用する場合をい

い、一般とは中高生以外のものが使用する場合をいう。

中高生とは学校教育法（昭和２２年法律第２６号）に規定

する中学校、義務教育学校の後期課程、高等学校、中等教育

学校並びに特別支援学校の中学部及び高等部の生徒が使用す

る場合をいい、一般とは中高生以外のものが使用する場合を

いう。

別表第２（第２２条関係） （略） 別表第２（第２２条関係） （略）
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戸田市放課後児童健全育成事業の設備及び運営に関する基準を定める条例（第４条関係）新旧対照表

改正前 改正後(案）

第１条～第１０条 （略） 第１条～第１０条 （略）

（職員） （職員）

第１１条 （略） 第１１条 （略）

２ （略） ２ （略）

３ 放課後児童支援員は、次の各号のいずれかに該当する者であ

って、都道府県知事が行う研修を修了したものでなければなら

ない。

３ 放課後児童支援員は、次の各号のいずれかに該当する者であ

って、都道府県知事が行う研修を修了したものでなければなら

ない。

(1)～(3) （略） (1)～(3) （略）

(4) 学校教育法の規定により、幼稚園、小学校、中学校、高等

学校又は中等教育学校の教諭となる資格を有する者

(4) 学校教育法の規定により、幼稚園、小学校、中学校、義務

教育学校、高等学校又は中等教育学校の教諭となる資格を有

する者

(5)～(9) （略） (5)～(9) （略）

４・５ （略） ４・５ （略）

第１２条～第２２条 （略） 第１２条～第２２条 （略）

附 則 （略） 附 則 （略）
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戸田市立少年自然の家条例（第５条関係）新旧対照表

改正前 改正後(案）

第１条～第４条 （略） 第１条～第４条 （略）

（使用者の範囲） （使用者の範囲）

第５条 少年自然の家を使用できる者は、次の各号のいずれかに

該当する者とする。

第５条 少年自然の家を使用できる者は、次の各号のいずれかに

該当する者とする。

(1) 教育課程に基づく学習活動を行う小学校、中学校の児童及

び生徒並びにその引率者

(1) 教育課程に基づく学習活動を行う小学校、中学校又は義務

教育学校の児童又は生徒及びその引率者

(2) 小学校、中学校の児童又は生徒を主たる構成員とする団体

及びその引率者

(2) 小学校、中学校又は義務教育学校の児童又は生徒を主たる

構成員とする団体及びその引率者

(3) （略） (3) （略）

第６条～第２３条 （略） 第６条～第２３条 （略）

附 則 （略） 附 則 （略）

附 則

この条例は、公布の日から施行する。

別表（第９条関係） 別表（第９条関係）

使用料（１人につき） 使用料（１人につき）

利用期間 小・中学校の児童及び

生徒（引率者を含む。）

その他 備考

（略） （略） （略） （略）

利用期間 小学校、中学校又

は義務教育学校の

児童又は生徒（引

率者を含む。）

その他 備考

（略） （略） （略） （略）
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議案第１９号

戸田市いじめ問題調査委員会条例の一部を改正する条例（案）

戸田市いじめ問題調査委員会条例（平成２６年条例第１５号）の一部を次の

ように改正する。

第２条を次のように改める。

（所掌事項）

第２条 調査委員会は、次に掲げる事項を所掌する。

(1) 法第２８条第１項に規定する重大事態が発生した際の調査、その再発防

止に資する対応策の審議等に関すること。

(2) 前号に掲げるもののほか、戸田市立の学校に在籍する児童又は生徒に自

殺等の事案が発生した際の調査、その再発防止に資する対応策の審議等に

関すること。

第３条第２項第４号を次のように改める。

(4) 心理、福祉等に関する専門的知識及び経験を有する者

第６条第５項を次のように改める。

５ 会議は、公開とする。ただし、個人情報に関する配慮その他会議を公開し

ないことにつき合理的理由がある場合又は調査委員会において特に公開しな

い旨の議決をした場合には、会議を公開しないことができる。

第８条を第９条とし、第７条を第８条とし、第６条の次に次の１条を加える。

（守秘義務）

第７条 委員は、職務上知り得た秘密を漏らしてはならない。その職を退いた

後も、同様とする。

附 則

この条例は、公布の日から施行する。
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戸田市いじめ問題調査委員会条例新旧対照表

改正前 改正後(案）

第１条 （略） 第１条 （略）

（所掌事項）

第２条 調査委員会は、法第２８条第１項に規定する重大事態が

発生した際の調査に関することを所掌する。

（所掌事項）

第２条 調査委員会は、次に掲げる事項を所掌する。

(1) 法第２８条第１項に規定する重大事態が発生した際の調

査、その再発防止に資する対応策の審議等に関すること。

(2) 前号に掲げるもののほか、戸田市立の学校に在籍する児童

又は生徒に自殺等が発生した際の調査、その再発防止に資す

る対応策の審議等に関すること。

（組織） （組織）

第３条 （略） 第３条 （略）

２ 委員は、次に掲げる者のうちから教育委員会が委嘱する。 ２ 委員は、次に掲げる者のうちから教育委員会が委嘱する。

(1)～(3) （略） (1)～(3) （略）

(4) 児童委員の代表 (4) 心理、福祉等に関する専門的知識及び経験を有する者

第４条・第５条 （略） 第４条・第５条 （略）

（会議） （会議）

第６条 （略） 第６条 （略）

２～４ （略） ２～４ （略）

５ 会議は、非公開とする。 ５ 会議は、公開とする。ただし、個人情報に関する配慮その他

会議を公開しないことにつき合理的理由がある場合又は調査委

員会において特に公開しない旨の議決をした場合には、会議を
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改正前 改正後(案）

公開しないことができる。

（守秘義務）

第７条 委員は、職務上知り得た秘密を漏らしてはならない。そ

の職を退いた後も、同様とする。

第７条・第８条 （略） 第８条・第９条 （略）

附 則 （略） 附 則 （略）

附 則

この条例は、公布の日から施行する。
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戸田市いじめ問題調査委員会条例

（設置）

第１条 いじめ防止対策推進法（平成２５年法律第７１号。以下「法」という。）第

１４条第３項の規定に基づき、いじめの防止等のための対策を実効的に行うため、

戸田市いじめ問題調査委員会（以下「調査委員会」という。）を置く。

（所掌事項）

第２条 調査委員会は、次に掲げる事項を所掌する。

(1) 法第２８条第１項に規定する重大事態が発生した際の調査、その再発防止に

資する対応策の審議等に関すること。

(2) 前号に掲げるもののほか、戸田市立の学校に在籍する児童又は生徒に自殺等

の事案が発生した際の調査、その再発防止に資する対応策の審議等に関すること。

（組織）

第３条 調査委員会は、委員５人以内をもって組織する。

２ 委員は、次に掲げる者のうちから教育委員会が委嘱する。

(1) 弁護士

(2) 学識経験者

(3) 医師

(4) 心理、福祉等に関する専門的知識及び経験を有する者

（委員の任期）

第４条 委員の任期は、２年とする。ただし、補欠の委員の任期は、前任者の残任期

間とする。

２ 委員は、再任されることができる。

（委員長及び副委員長）

第５条 調査委員会に委員長及び副委員長を置き、委員の互選によりこれを定める。

２ 委員長は、会務を総理し、調査委員会を代表する。

３ 副委員長は、委員長を補佐し、委員長に事故があるとき又は委員長が欠けたとき

は、その職務を代理する。

（会議）

第６条 調査委員会の会議（以下「会議」という。）は、委員長が招集し、その議長

となる。

２ 会議は、委員の半数以上の出席がなければ開くことができない。
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３ 会議の議事は、出席委員の過半数でこれを決し、可否同数のときは、委員長が決

するものとする。

４ 委員長が特に必要と認めるときは、関係者の出席又は資料の提出を求めることが

できる。

５ 会議は公開とする。ただし、個人情報に関する配慮その他会議を公開しないこと

につき合理的理由がある場合又は調査委員会において特に公開しない旨の議決を

した場合には、会議を公開しないことができる。

（守秘義務）

第７条 委員は、職務上知り得た秘密を漏らしてはならない。その職を退いた後も、

同様とする。

（庶務）

第８条 調査委員会の庶務は、教育委員会事務局教育政策室において処理する。

（委任）

第９条 この条例に定めるもののほか必要な事項は、教育委員会が定める。

附 則

（施行期日）

１ この条例は、平成２６年８月１日から施行する。

（戸田市特別職の職員で非常勤の者等の報酬及び費用弁償に関する条例の一部改正）

２ 戸田市特別職の職員で非常勤の者等の報酬及び費用弁償に関する条例（昭和３１

年条例第１１号）の一部を次のように改正する。

第２条中第５５号を第５６号とし、第５４号の次に次の１号を加える。

(55) いじめ問題調査委員会委員

別表第１中５５の項を５６の項とし、５４の項の次に次のように加える。

５５ いじめ問題調査

委員会

委員長

副委員長

委員

日額 １２，０００

１１，５００

１１，０００

附 則(平成２７年条例第５０号)

この条例は、平成２８年４月１日から施行する。

附 則

この条例は、公布の日から施行する。
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（歳入） （単位：千円）

細節 ： ○

細々節 ： ・

14国庫支出金 0 1,383 1,383 ◯05チーム学校の実現に向けた業務改善等の推進事業 1,383

02国庫補助金

05教育費国庫補助金

01教育総務費補助金

（教育総務課）

14国庫支出金 0 3,500 3,500 ◯01総合的な教師力向上のための調査研究事業 3,500

03委託金

03教育費委託金

01教育総務費委託金

（教育政策室）

（歳出） （単位：千円）
節 ： 節

細節 ： ○

細々節 ： ・

10教育費 5,622 1,383 7,005 節07賃金 667

01教育総務費 ○01臨時職員賃金 667

02事務局費 節09旅費 183

02教育委員会事務局費 ○03特別旅費 183

01教育委員会事務局費 節11需用費 533

(教育総務課) ○01消耗品費 353

○04印刷製本費 180

款・項・目・大事業・中事業
補正前の額
（中事業）

補正額
（中事業）

計
（中事業）

説 明

【補正理由】国庫補助金の交付内定に伴う補正

【補正理由】国庫補助金の交付内定に伴う補正

【補正理由】国委託金の交付決定に伴う補正

平成２８年度 一般会計・特別会計 教育委員会関係 ６月補正予算（案）

款・項・目・節
補正前の額

（節）
補正額
（節）

計
（節）

説 明
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（単位：千円）
節 ： 節

細節 ： ○

細々節 ： ・

10教育費 2,962 3,500 6,462 節11需用費 808

01教育総務費 ○01消耗品費 107

05教育センター費 ○03食糧費 9

03研究･研修事業 ○04印刷製本費 692

01研究・研修事業 節12役務費 240

(教育政策室) ○01通信運搬費 240

節13委託料 2,452

○03教職員等専門研修業務 2,000

○04教職員等課題解決型研修業務 452

10教育費 368,481 67,313 435,794 節13委託料 67,313

02小学校費 ○03戸田東小学校・戸田東中学校改築等工事設計業務 67,313

02学校建設費

01小学校施設整備事業

01小学校施設整備事業

(教育総務課)

（債務負担行為）

【補正理由】国委託金の交付決定に伴う補正

【補正理由】戸田東小学校・戸田東中学校の建替えに伴う補正

事 項 期 間 限 度 額

款・項・目・大事業・中事業
補正前の額
（中事業）

補正額
（中事業）

戸田東小学校・戸田東中学校
改築等工事設計業務委託料

H29.4.1～H30.3.16 143,305,000円に消費税及び地方消費税の額を加算した額

(教育総務課)

美女木小学校プレハブ教室賃借料 H28.6.28～H34.3.31 252,700,000円に消費税及び地方消費税の額を加算した額

(教育総務課)

計
（中事業）

説 明
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（歳入） （単位：千円）

細節 ： ○

細々節 ： ・

02繰入金 6,480 1,820 8,300 ○01海外留学奨学基金繰入金 1,820

01海外留学奨学基金繰入金

01海外留学奨学基金繰入金

01海外留学奨学基金繰入金

(教育総務課)

（歳出） （単位：千円）
節 ： 節

細節 ： ○

細々節 ： ・

01事業費 6,688 1,820 8,508 節19負担金、補助及び交付金 1,820

01事業費 ○03交付金 1,820

01事業費 ・01海外留学奨学資金 1,820

01海外留学奨学資金事業

01海外留学奨学資金事業

(教育総務課)

補正額
（中事業）

計
（中事業）

説 明

【補正理由】前年度給与決定者について、今年度予算で奨学資金を給与
することとなったことによる増額補正と給与決定者が辞退
したことによる減額補正

【補正理由】前年度給与決定者について、今年度予算で奨学資金を給与
することとなったことによる増額補正と給与決定者が辞退
したことによる減額補正

平成２８年度 海外留学奨学事業特別会計 ６月補正予算（案）

款・項・目・節
補正前の額

（節）
補正額
（節）

計
（節）

説 明

款・項・目・大事業・中事業
補正前の額
（中事業）
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